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１ はじめに 
 

 地方自治の基本となる事柄は、憲法及び地方自治法に定められていますが、その主

な内容は統治の形態に関するものであり、どのような地方自治を実現するかについて

は規定がなく、それぞれの自治体に任される形になっています。 

 このような背景のもと、江別市自治基本条例は、市民自治によるまちづくりを進め

るための理念や基本的なルールなどを定める市民自治の「憲法」として、平成２１年

７月１日に施行されました。 

この条例は、「協働」の考え方を核として、行政と市民が互いに尊重し、協力しな

がらより良い自治を実現することを目的としています。 

 

 施行から１６年目を迎えた令和６年５月、条例第２９条に基づき、学識経験者、地

域市民団体の代表者、公募市民の計８名で構成する「江別市自治基本条例検討委員会」

が設置され、この条例が所期の目的を達成しているかどうかの検討を開始しました。 

 

当委員会では、この条例が江別市の最高規範であることを改めて冒頭で確認しまし

た。そのうえで、アンケート結果や様々な意見を踏まえ、協議を重ねながら条例に規

定する事項の課題等を点検し、条例の妥当性や市民協働のあり方、まちづくりの方向

性などの視点から検証を行い、協議を重ね、提言書としてまとめました。 

 

この提言書が、本市における市民自治の推進に役立てられることを期待するととも

に、市民の方々からいただいた多くの貴重なご意見が、条例の基本理念や基本原則の

実現に向けた行政運営の一助となるよう期待します。 

 

令和７年３月 

江別市自治基本条例検討委員会 

委員長 藤本 直樹 
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２ 検討結果 
 

（１）条例の見直しの必要性について 

江別市自治基本条例は、平成１７年の江別市自治基本条例市民懇話会設置以降、

市民の手により熱心な議論を重ねたうえで作り上げられました。この条例は、平

成２１年７月に施行され、本市のまちづくりにおける最高規範として位置付けら

れています。 

当委員会では、この条例が所期の目的を達成しているかどうかを、条例の妥当

性と今後の方向性という視点から、すべての条文について検討を行いました。 

 

検討の結果、条例の条文については、まちづくりのルールとして適切に表現さ

れており、現在のところは、特に変更、修正の必要はないとの結論に至りました。 

 

しかし、この条例に基づくまちづくりをより良いものとするために、現行の制

度に関する運用の改善や取組の充実等について、次のとおり提言いたします。 

 

 

 

  

（２）取組について 

①信託【第１条、第９条～１１条関連】 

第１条及び第９条、第１０条、第１１条の「信託」は、条文により異なる意味

で使用されているため、解説書の「信託」に関する説明文は、よりわかりやすい

文章表現となるよう工夫する必要があります。 

 

②条例の位置付け図【第５条関連】 

令和３年９月の提言を受け、解説書において自治基本条例とその他の条例規則

の関係について体系図で示されていますが、自治基本条例が江別市の最高規範で

あること、また、国の最高規範である憲法や法と自治基本条例の関係性などが一

見して理解できるよう、さらなる工夫が必要です。 

 

③市民の責務【第７条関連】 

解説書において、地方分権という言葉が提唱されてから３０年が過ぎているの

に「地方分権の時代を迎え」という一節があることや、１つの文に複数の主語が

あることに違和感があるため、よりわかりやすい解説となるよう解説の文章を修

正する必要があると考えます。 
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④事業者の範囲【第８条関連】 

第２条の定義では市民に「事業者」が含まれており、第７条として「市民の責

務」に関する条項がありますが、さらに第８条として「事業者の責務」の条項を

設けています。条例制定時の議論や企業の社会的責任、地域貢献の意義から、第

８条は必要ですが、事業者について重複して条項を設けた理由や事業者の範囲を

解説書に明記することで、市民にわかりやすく伝わると考えます。 

 

 ⑤議会の情報発信【第９条関連】 

市議会では、開かれた議会を実現するために、市議会だよりの発行や本会議の

動画配信、市民との意見交換の場となる「市民と議会の集い」の開催などに取り

組んでおり、これらの取組が継続して行われ、積極的に発信していくことを望み

ます。 

 

 ⑥職員の意識の向上【第１２条、第２４条関連】 

「意見公募（パブリックコメント）」や「市民公募」などの市民参加を推進す

るためには、実際に市民と接し、行政サービスの提供やまちづくりを行う職員が、

自治基本条例の理解を深め、内容を意識して職務に当たることが重要です。自治

基本条例の周知のほか、市民参加手続き職員ガイドラインを活用するなど、職員

意識のさらなる向上に努める必要があります。 

 

 ⑦危機管理・防災【第１７条関連】 

近年、全国各地で発生している大規模災害に備え、市は、市民への情報提供や

体制整備、市民の防災意識の向上や配慮が必要な方への支援などが必要であるこ

とから、引き続き、自治会等との連携や緊急時の情報発信、出前講座での周知啓

発に努めることを望みます。 

 

⑧情報共有【第２１条関連】 

アンケート結果によると、ホームページやＳＮＳ等により情報を収集する市民

が増えている一方で、依然として紙媒体である広報誌が多くの市民にとって主要

な情報源となっている状況にあります。現在は、デジタル化へ向かう過渡期であ

り、しばらくは紙媒体とＳＮＳ等の両輪で情報提供を行っていく必要があると考

えます。 

必要な市民に必要な情報を提供するため、ＳＮＳ等を活用し、市民の属性に応

じた効果的な情報提供を行うほか、自治会に加入していない人も情報が手に取れ

るよう広報誌の配置場所の周知に努めていくことが大切です。 

 

⑨情報公開【第２２条関連】 

情報公開制度は、市民の知る権利を尊重し、行政の透明性を確保するための重

要な仕組みです。制度の仕組みや使い方など、市民が理解し、必要な時に利用で

きるよう、わかりやすい周知に努める必要があります。 
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⑩個人情報の保護【第２３条関連】 

個人情報の保護については、法律の改正が進み、制度として有効に機能してい

ると言えますが、デジタル化が進む社会状況を踏まえると、個人情報の管理等に

ついては、引き続き、市民が安心できるようセキュリティ対策など十分な対応が

必要であると考えます。 

 

 ⑪市民参加の捉え方【第２４条関連】 

「市民参加」という言葉には、法律等で定めるような一般的な定義がなく、広

範な意味に捉えることもできますが、本条例では、政策の立案や実施、評価の段

階において、市民が市政に参加するという意味で用いられていることを解説書に

加えることで、わかりやすさにつながると考えます。 

 

⑫市民参加・市民協働の認知度【第２４条、第２５条関連】 

アンケートの結果から、令和３年９月の提言を受け、市民のアイディアを取り

入れたわかりやすい言葉等を用いたパンフレットやリーフレットの作成などの周

知啓発の工夫は、効果があったと思われる一方で、市民参加条例や自治基本条例

の「協働」についての認知度は十分とは言えない状況にあります。 

市民参加については、参加の機会は拡充されてきていることから、その情報が

よりわかりやすく市民に伝わることが重要です。 

また、市民協働については、「市民活動センター・あい」を活用する人が増え

ており、「協働」についての情報は、市民に広まりつつある一方で、自治会活動に

代表されるように、協働の取組に参加していても「協働」と意識していない市民

が多くいると思われます。 

引き続き、パンフレットや広報、ＳＮＳ等を活用し、周知啓発の取組を地道に

続ける必要があると考えます。 

 

⑬市民協働に関する条例の制定【第２５条関連】 

市民協働条例の制定については、市民アンケート結果からも市民協働の理解や

意識が十分に浸透していないため、市民協働条例を制定するには時期尚早である

と考えます。 

市民への協働の理解促進を図るために、まずは自治基本条例の周知啓発に努め

るなど、機運を高めた後に、改めて市民協働条例の必要性について検討すべきで

あると考えます。 

 

 

 

 

 

 



5 

３ 検討経過等 
 

 令和６年５月に自治基本条例検討委員会が設置され、７回にわたり協議を重ねてき

ました。 

当委員会では、市の取り組み状況や条例アンケートによる市民意見を踏まえながら、

すべての条項について審議を行いました。市民や市が取り組む市民自治において、ま

ちづくりの現状評価や課題について活発に議論し、最終的には、提言書として条例の

妥当性やまちづくりの方向性を整理しました。 

 

（１）自治基本条例検討委員会の開催 

    

 

 

 

（２）自治基本条例アンケートの実施 

 

 

 

 

（３）自治基本条例検討委員会の審議概要 

 

 

 


